
８．切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実

令和 5 年度予算額（案） 4,114 百万円 

 (前年度予算額  3,467 百万円） 

１．要  旨 
障害のある児童生徒等の自立と社会参加の加速化に向け、ＩＣＴの活用等を

含めた取組の充実を図り、障害のある児童生徒等が十分な教育を受けられる環
境を構築する。 

２．内 容 

（１）医療的ケアが必要な児童生徒等への支援
◆医療的ケア看護職員配置〔補助率１／３〕（ 拡 充 ）

3,318 百万円（2,611 百万円） 
 学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、自治体等による医
療的ケア看護職員の配置（校外学習や登下校時の送迎車両への同乗を含む）
を支援する。（３，０００人分 ⇒ ３，７４０人分） 
・実施主体：都道府県、市区町村、学校法人

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3

◆学校における医療的ケア実施体制充実事業（ 拡 充 ）

37 百万円（ 36 百万円） 

（１）小・中学校等における医療的ケア児の受入れ・支援体制の在り方に関

する調査研究
 中学校区に医療的ケアの実施拠点校を設けるなど、地域の小・中学校等
で医療的ケア児を受入れ、支える体制の在り方について研究を実施する。 

・委託先：小・中学校等の設置者である市町村等

・箇所数：10 箇所

（２）安心・安全な医療的ケアの実施に向けた取組の推進
医療的ケアの実態に関する調査を実施し、安心・安全な医療的ケアの実

施体制の整備に向けた課題を整理するとともに取組を推進する。 
・委託先：法人格を有する団体

・箇所数：１箇所

（２）ＩＣＴを活用した障害のある児童生徒等への支援
◆ＩＣＴを活用した障害のある児童生徒等に対する指導の充実

127 百万円（128 百万円） 

（１）文部科学省著作教科書のデジタルデータを活用した指導の実践研究
文部科学省著作教科書（特別支援学校用）のデジタルデータについて関

連するアプリなどデジタル教材を開発・活用しつつ、障害の特性に応じた
効果的な指導の在り方について研究を実施する。 

・委託先：教育委員会、大学、民間団体

・箇所数：５箇所
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（２）企業等と連携した ICT 人材育成のための指導の在り方に関する調査研

究
 企業等と連携して、将来の職業生活において求められる ICT 活用に係る
知識や技能等を習得するために必要な指導方法、教材・コンテンツ等の開
発を行い、効果的な指導の在り方について研究を実施する。 

・委託先：都道府県教育委員会

・箇所数：２箇所

（３）病気療養中等の児童生徒に対するオンデマンド型の授業に係る調査研

究
 病気療養中等の児童生徒に対するオンデマンド型の授業について、実施
方法や評価方法等に関する調査研究を実施する。 
・委託先：教育委員会、民間事業者

・箇所数：９箇所

◆教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進
プロジェクト（ 拡 充 ）

263 百万円( 241 百万円) 
 発達障害や視覚障害等のある児童生徒が十分な教育を受けられる環境を
整備するため、教科書デジタルデータを活用した音声教材等に関する効率的
な製作方法や高等学校等における拡大教科書の普及促進等について実践的
な調査研究等を実施する。 

・委託先：大学、民間団体等

・箇所数：８箇所

（３）特別支援教育の支援体制等の充実に資する施策
◆切れ目ない支援体制整備、外部専門家配置〔補助率１／３〕

180 百万円（284 百万円） 

（１）切れ目ない支援体制整備
特別な支援が必要な子供が就学前から社会参加まで切れ目なく支援を

受けられるよう体制の整備を行う自治体等のスタートアップを支援する。 
▸ 個別の教育支援計画等の活用、連携支援コーディネーター配置 など

・実施主体：都道府県、市区町村、特別支援学校等を設置する学校法人

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3

（２）外部専門家配置
特別支援教育の充実を図るため、個別の指導計画の作成や実際の指導に

当たって、障害の状態等に応じて必要となる、専門の医師や理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士などの専門家配置を支援する。（３４８人） 

・実施主体：都道府県、市区町村、特別支援学校等を設置する学校法人

・負担割合：国 1/3、都道府県・市区町村・学校法人 2/3

◆発達障害のある児童生徒等に対する支援事業等（ 拡 充 ）

69 百万円（52 百万円） 

（１）効果的かつ効率的な巡回指導の実施に向けたモデル構築事業
巡回指導を実施する自治体において、通級による指導の対象となってい

る児童生徒にとって効果的かつ効率的な通級による指導の実施に向けた
パイオニアとなる実施校等の創出及びモデル構築を行う。 
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・委託先：都道府県・市区町村教育委員会

・箇所数：８箇所

（２）管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築

事業
 各都道府県等に設置されている教育センター等と連携して特別支援教
育に関する教員育成指標を作成し、管理職も含めた全ての教員が発達障害
を含む特別支援教育を取り組んでいくための体制構築等に関する研究を
行う。 

・委託先：都道府県・指定都市教育委員会

・箇所数：５箇所

（３）個別の指導計画等を活用した継続した指導実践創出のための調査研究
事業

切れ目ない支援のため、個別の指導計画等を活用した進学・進級等にお
ける情報の引継ぎに関する優良な取組実践について事例収集を行う。 

・委託先：民間事業者等

・箇所数：1 箇所

※その他、国立特別支援教育総合研究所において発達障害に係る教員等の
専門性向上に向けた取組を実施する。

◆難聴児の早期支援充実のための連携体制構築事業等

20 百万円(20 百万円) 

特別支援学校(聴覚障害)を中核とした、難聴児に対する教育相談等の早期

支援の充実に向けた体制構築に係る実践研究を行う。 

・委託先：都道府県・指定都市教育委員会

・箇所数：４箇所

※その他、国立特別支援教育総合研究所において小・中学校に在籍する難聴

児への支援の在り方に関する研究を実施する。

上記取組のほか、教科書等の作成や学習指導要領の周知・徹底や、政策的な課
題に係る調査研究等を実施。 

≪関連施策≫ 
・通級による指導担当教員の基礎定数化による教職員定数の改善を着実に実施
・特別支援学校の新増築及び既存施設の改築・改修による教室不足解消〔補助率

１／２（原則）〕、バリアフリー対策〔補助率１／２（原則）〕への国庫補助
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９．道徳教育の充実

 令和 5 年度予算額（案） 4,177 百万円  
    (前 年 度 予 算 額 4,151 百万円） 

  １．要  旨 

 平成 27 年３月に学習指導要領等を一部改正し、従前の「道徳の時間」を「特別の

教科 道徳」（道徳科）として位置付け、答えが一つではない道徳的な課題を自分自

身の問題として捉え向き合う「考え、議論する道徳」へと質的な転換を図っており、

平成 30 年度から小学校、令和元年度から中学校で全面実施している。高等学校では、

中学校までの道徳科の学習等を通じて深めた道徳的価値の理解を基にしながら、人間

としての在り方生き方に関する教育の充実を図っている。 

 また、令和３年度道徳教育実施状況調査の結果からは、道徳の「特別の教科」化が

目指した量的確保、質的転換の面で一定の成果が見られた一方、更なる授業改善や指

導力向上が課題となっていること等を踏まえ、今後の道徳教育のよりよい実施に向け

た取組を支援する。 

  ２．内 容 

○ 道徳教育の抜本的改善・充実等

（１）道徳教育アーカイブの充実

道徳の「特別の教科」化の趣旨を踏まえ、「考え、議論する道徳」の授業づ

くりの参考となる授業動画をはじめ様々な情報を発信する「道徳教育アーカイ

ブ」の充実を図ることで、教師の授業改善を支援する。 

（２）学校や地域等が抱える課題に応じた取組の支援

道徳の「特別の教科」化以降の各地域での実践的知見の見える化・共有化の促

進、道徳科の授業改善に向けた指導や評価方法の研究・成果普及、道徳教育推進

教師を中心とした実働する機能的な指導体制構築に向けた取組、家庭や地域社会

との連携を図った道徳教育や地域教材の活用等を通した地域の特色を生かした

道徳教育の実践・成果普及等の取組を支援する。 

（３）道徳科の教科書の無償給与

小学校及び中学校の道徳科の教科書を無償給与する。

【連携重点施策】 

・いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

・健全育成のための体験活動推進事業

・情報モラル教育推進事業

・道徳教育推進研修（独立行政法人教職員支援機構において実施）

・教員研修高度化推進支援事業 ※令和 4 年度第 2 次補正予算
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域
で
の
実
践
的
知

見
の
見
え
る
化
・共
有
化
（
地
域
ア
ー
カ
イ
ブ
セ
ン
タ
ー
）

•
道
徳
科
の
授
業
改
善
に
向
け
た
指
導
や
評
価
方
法
の

研
究
・成
果
普
及

•
道
徳
教
育
推
進
教
師
を
中
心
とし
た
実
働
す
る
機
能

的
な
指
導
体
制
構
築
に
向
け
た
取
組

•
家
庭
や
地
域
社
会
との
連
携
を
図
った
道
徳
教
育
の

実
践
・成
果
普
及

•
地
域
教
材
の
活
用
等
を
通
し
た
地
域
の
特
色
を
生
か

し
た
道
徳
教
育
の
実
践
・成
果
普
及
等

➀
道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
の
充
実

道
徳
の
「特
別
の
教
科
」化
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
「考
え
、
議
論

す
る
道
徳
」の
授
業
づ
くり
の
参
考
と
な
る
授
業
動
画
を
は
じ
め

様
々
な
情
報
を
発
信
す
る
「道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
」の
充
実
を

図
る
こ
と
で
、
教
師
の
授
業
改
善
を
支
援
す
る
。

ま
た
、
(独
)教
職
員
支
援
機
構
(N
IT
S)
や
各
教
育
委
員
会

等
との
相
互
の
連
携
に
よ
り活
用
促
進
、
認
知
度
向
上
を
図
る
。


平
成
27
年
3月
に
学
習
指
導
要
領
等
を
一
部
改
正
し
、
従
前
の
「道
徳
の
時
間
」を
「特
別
の
教
科
道
徳
」（
道
徳
科
）
と
し
て
位
置
付
け
、
平
成
3
0
年
度
か
ら
小
学
校
、
令
和
元
年

度
か
ら
中
学
校
で
全
面
実
施
。
答
え
が
一
つ
で
は
な
い
道
徳
的
な
課
題
を
自
分
自
身
の
問
題
とし
て
捉
え
向
き
合
う「
考
え
、
議
論
す
る
道
徳
」へ
と
質
的
な
転
換
を
図
って
い
る
。


令
和
３
年
度
道
徳
教
育
実
施
状
況
調
査
（
「特
別
の
教
科
」化
以
降
初
め
て
実
施
）
の
結
果
、
教
科
化
を
受
け
た
変
化
に
係
る
肯
定
的
回
答
が
「教
師
の
意
識
が
高
ま
っ
た
」9
7
%
、
「授

業
時
数
を
十
分
確
保
し
て
指
導
」9
2
.5
%
、
「話
合
い
や
議
論
が
活
発
に
な
っ
た
」8
6
.9
%
な
ど、
「特
別
の
教
科
」化
が
目
指
し
た
量
的
確
保
、
質
的
転
換
の
面
で
一
定
の
成
果
。


一
方
で
、
道
徳
教
育
の
更
な
る
充
実
に
向
け
た
課
題
とし
て
６
割
以
上
（
都
道
府
県
・政
令
市
で
は
76
%
）
の
教
育
委
員
会
が
「教
師
の
指
導
力
」を
挙
げ
る
な
ど、
指
導
力
の
維
持
・向
上

や
研
修
機
会
等
の
充
実
が
喫
緊
の
課
題
。
道
徳
科
の
よ
り
よ
い
実
施
に
向
け
て
、
各
種
研
修
等
の
充
実
に
加
え
、
教
科
化
以
降
の
実
践
的
知
見
の
見
え
る
化
・共
有
化
を
図
る
必
要
。


コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
、
優
れ
た
授
業
を
参
観
す
る
機
会
の
不
足
、
実
践
事
例
の
共
有
が
課
題
と
い
っ
た
声
や
、
「道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
」へ
の
需
要
の
高
ま
り
（
※
コ
ロ
ナ
禍
前
と比
較
し
て
、
動

画
再
生
数
が
1.
4倍
増
、
ア
ー
カ
イ
ブ
へ
の
ア
ク
セ
ス
数
が
1.
8倍
増
と大
幅
に
増
加
）
を
踏
ま
え
、
コ
ン
テ
ン
ツ
の
拡
充
が
急
務
。
※
H
29
～
R
1年
度
（
コ
ロ
ナ
禍
前
）
とR
2～
R
3年
度
（
コ
ロ
ナ
禍
）
との
平
均
を
比
較

委
託
先

・民
間
団
体
（
➀
）

・自
治
体
、
学
校
設
置
者
（
②
）

箇
所
数

単
価

・1
箇
所
19
百
万
円
（
➀
）

・6
7箇
所
4百
万
円
／
箇
所
（
②
）

◆
い
じ
め
防
止
の
取
組

・い
じ
め
対
策
・不
登
校
支
援
等
総
合
推
進
事
業

い
じ
め
の
未
然
防
止
、
早
期
発
見
・早
期
対
応
や
教
育

相
談
体
制
の
整
備
な
どの
取
組
を
推
進
。

◆
児
童
生
徒
の
豊
か
な
人
間
性
・社
会
性
を
育
む
取
組

・健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業

子
供
た
ち
の
豊
か
な
成
⾧
に
欠
か
せ
な
い
、
自
然
体
験
、

農
山
漁
村
体
験
、
文
化
芸
術
体
験
な
ど様
々
な
体
験
活

動
の
取
組
を
支
援
。

・情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

児
童
生
徒
が
、
自
他
の
権
利
を
尊
重
し
、
情
報
社
会
で

の
行
動
に
責
任
を
持
つ
こ
とが
で
き
る
よ
う
、
1人
1台
端
末

環
境
下
に
お
け
る
情
報
モ
ラ
ル
教
育
を
推
進
。

◆
教
師
の
専
門
性
向
上
の
取
組

・道
徳
教
育
推
進
研
修

(独
)教
職
員
支
援
機
構
に
お
い
て
、
教
職
員
や
指

導
主
事
等
を
対
象
に
実
施
。

・教
員
研
修
高
度
化
推
進
支
援
事
業

（
※
R
4第
2次
補
正
予
算
）

道
徳
教
育
推
進
教
師
な
ど、
そ
の
職
務
を
行
うた
め
に

必
要
な
研
修
パ
ッケ
ー
ジ
の
開
発
等
を
実
施
。

1
.道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・充
実
に
係
る
支
援

2
.7
億
円
（
2
.6
億
円
）

連
携
重
点
施
策

2
.道
徳
科
の
教
科
書
の
無
償
給
与
（
小
・中
学
校
分
）

3
9
億
円
（
3
9
億
円
）

小
学
校
及
び
中
学
校
の
道
徳
科
の
教
科
書
の
無
償
給
与
を
実
施
。

道
徳
教
育
の
充
実
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初
等
中
等
教
育
局
教
育
課
程
課
教
育
課
程
第
一
係

工
夫
事
例（
指
導
案
）

各
都
道
府
県
等
で
行
わ
れ
て
い
る
道
徳
の

授
業
の
実
践
例（
指
導
案
）の
う
ち
、「
考
え
、

議
論
す
る
道
徳
」の
授
業
づ
く
り
の
参
考
と

な
る
と
考
え
ら
れ
る
事
例
を
紹
介
。

文
部
科
学
省
作
成
資
料

教
育
委
員
会
作
成
指
導
資
料

授
業
で
使
え
る
郷
土
教
材

教
科
書
と
あ
わ

せ
て
、授
業
で
活

用
で
き
る
郷
土

の
伝
統
や
文
化
、

偉
人
な
ど
に
関

す
る
も
の
な
ど
、

各
都
道
府
県
等

が
作
成
し
た
地

域
の
特
色
あ
る

教
材
を
紹
介
。　

各
都
道
府
県
等

の
教
育
委
員
会

が
、教
師
向
け
に

独
自
で
作
成
し

た
道
徳
教
育
の

ポ
イ
ン
ト
等
を
ま

と
め
た
指
導
資

料
や
実
践
資
料

集
等
を
掲
載
。

「
私
た
ち
の
道
徳
」

や「
心
の
ノ
ー
ト
」

等
、こ
れ
ま
で
文

部
科
学
省
に
お
い

て
作
成
し
て
き
た

教
材
を
ま
と
め
て

掲
載
。

実
際
の
授
業
の
映
像
と
授
業
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

を
通
し
て
、「
考
え
、議
論
す
る
道
徳
」の
授
業
づ
く
り

の
参
考
と
な
る
工
夫
の
ポ
イ
ン
ト
を
紹
介
。研
修
等

に
お
い
て
も
活
用
し
や
す
い
よ
う
に
１
事
例
２
０
分

程
度
の
動
画
と
し
て
編
集
し
て
い
る
。 「
自
分
な
ら
ば

こ
う
い
う
工
夫
を
す
る
」「
こ
の
発
問
は
効
果
的
で
あ

る
」
と
い
っ
た
こ
と
を
話
し
合
っ
た
り
、
検
討
し
た
り

す
る
な
ど
、
様
々
な
方
法
で
活
用
い
た
だ
く
こ
と
を

想
定
。文
部
科
学
省
で
は
、「
特
別
の
教
科
 道
徳
」の
趣
旨
の
実
現
を

図
る
た
め
、「
考
え
、議
論
す
る
道
徳
」の
授
業
づ
く
り
の
参
考
と
な
る

映
像
資
料
等
を
提
供
し
、学
校
の
取
組
を
全
力
で
支
援
し
ま
す
。

全
国
の
優
れ
た
実
践
事
例・
参
考
資
料
を
集
め
た
教
師
の
た
め
の
W
eb
サ
イ
ト

ht
tp
s:
//
d
ou

to
ku

.m
ex

t.
go

.jp

道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ

授
業
映
像

い
じ
め
防
止
を
扱
う
実
践
事
例

道
徳
の
授
業
に
お
け
る
実
践
例
に
加
え
、

特
別
活
動（
生
徒
会
活
動
）で
取
り
組
む
事

例
を
含
め
、各
都
道
府
県
で
実
際
に
行
わ

れ
て
い
る
、い
じ
め
の
防
止
に
関
わ
る
具

体
的
な
問
題
場
面
を
取
り
扱
っ
た
事
例
を

紹
介
。

道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ

道
徳
教
育
を
知
る
た
め
の
資
料

道
徳
教
育
を
知
る
た
め
の
基
礎
資
料
と
し

て
、道
徳
の「
特
別
の
教
科
」化
の
経
緯
に

関
す
る
資
料
、学
習
指
導
要
領
解
説
や
研

修
用
資
料
、道
徳
教
育
実
施
状
況
調
査
の

結
果
及
び
結
果
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
の
教

科
調
査
官
に
よ
る
解
説
動
画
な
ど
を
掲
載
。
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 １０．子供の体験活動の推進

  令和 5 年度予算額（案） 108 百万円 

(前年度予算額 109 百万円） 

１．要  旨 

 子供たちの豊かな成長に欠かせない、自然体験、農山漁村体験、文化芸

術体験など様々な体験活動を通じ、児童生徒の豊かな人間性や社会性を育

むとともに、自己有用感を高め、自らの役割を意識させるなど一人一人の

キャリア発達を促す。

２．内  容 

（１）健全育成のための体験活動推進事業 99 百万円( 99 百万円) 

（学校を核とした地域力強化プランの一部）

【総合教育政策局に計上】〔補助率１／３〕 

宿泊体験事業 

・小学校、中学校、高等学校等における取組(322 校)

・学校教育における農山漁村体験活動の導入のための取組(134 地域)

・教育支援センター(適応指導教室)等における体験活動の取組(134 地域)

（２）小・中・高等学校等における起業体験推進事業【後掲】

9 百万円（ 9 百万円） 

 （将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育

推進事業の一部） 

 小・中・高等学校等において、児童生徒のチャレンジ精神や、他者

と協働しながら新しい価値を創造する力など、これからの時代に求め

られる起業家精神及び起業家的資質・能力の育成を目指した起業体験

活動を行うモデルを構築し、全国への普及を図る。 

 ≪関連施策≫ 

○補習等のための指導員等派遣事業

・公立学校における体験活動の実施をサポートする人材の配置について

 支援〔補助率１／３〕 
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健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業

令
和
5
年
度
予
算
額
（
案
）

1
.0
億
円

（
前
年
度
予
算
額

1
.0
億
円
）

（
１
）
宿
泊
体
験
事
業

①
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
等
に
お
け
る
取
組

〔
3
2
2
校
〕

・
学
校
教
育
活
動
に
お
け
る
２
泊
３
日
以
上
の
宿
泊
体
験
活
動
の
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助

②
学
校
教
育
に
お
け
る
農
山
漁
村
体
験
活
動
の
導
入
の
た
め
の
取
組

〔
1
3
4
地
域
〕

・
教
育
委
員
会
が
主
催
す
る
夏
休
み
期
間
中
等
に
希
望
者
を
募
っ
て
行
う
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助

・
農
山
漁
村
体
験
活
動
を
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
い
な
い
高
等
学
校
等
の
取
組
に
対
す
る
事
業
費
の
補
助

③
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
（
適
応
指
導
教
室
）
等
に
お
け
る
体
験
活
動
の
取
組

〔
1
3
4
地
域
〕

・
教
育
委
員
会
が
主
催
す
る
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
（
適
応
指
導
教
室
）
等
に
お
け
る
取
組
に
対
す
る

事
業
費
の
補
助

（
２
）
体
験
活
動
推
進
協
議
会

〔
3
2
2
地
域
〕
（
各
都
道
府
県
・
市
区
町
村
）

・
各
都
道
府
県
・
市
区
町
村
に
お
い
て
、
様
々
な
体
験
活
動
を
推
進
し
て
い
く上

で
の
課
題
や
成
果
に

つ
い
て
協
議
を
行
っ
た
り
、
好
事
例
の
収
集
、
各
学
校
へ
の
情
報
提
供
や
取
組
の
普
及
を
図
る
た
め
に

開
催
す
る
協
議
会
へ
の
補
助

○
子
ど
も
た
ち
の
豊
か
な
成
長
に
欠
か
せ
な
い
、
自
然
体
験
、
農
山
漁
村
体
験
、
文
化
芸
術
体
験
な
ど
の
様
々
な
体
験
活
動
を
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
に
よ
り
失
わ
れ
た
体
験
活
動
の
機
会
の
確
保
含
め
、
引
き
続
き
着
実
に
支
援
。

学
校
等
に
お
け
る
宿
泊
体
験
活
動
の
取
組
に
対
す
る
着
実
な
支
援

経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
2
2

（
R
4
.6
.7
閣
議
決
定
）

『豊
か
な
感
性
や
創
造
性
を
育
む
文
化
芸
術
、

ス
ポ
ー
ツ
、
自
然
等
の
体
験
活
動
（
略
）
を
推

進
す
る
。
』

成
長
戦
略
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

（
R
4
.6
.7
閣
議
決
定
）

『
非
認
知
能
力
の
向
上
の
た
め
、
2
0
2
2
年
度

を
「体

験
活
動
推
進
元
年
」と
し
て
普
及
・啓

発
や
青
少
年
の
リ
ア
ル
な
体
験
活
動
を
支
援
す

る
。
』

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針
2
0
2
1

（
R
3
.6
.1
8
閣
議
決
定
）

『子
ど
も
の
生
き
る
力
を
育
む
と
と
も
に
、
将
来
の

地
方
へ
の
U
IJ
タ
ー
ン
の
基
礎
を
形
成
す
る
た
め
、

農
山
漁
村
体
験
に
参
加
す
る
学
校
等
（
送
り

側
）
や
体
験
の
実
施
地
域
で
あ
る
農
山
漁
村

（
受
入
側
）
を
支
援
す
る
』

小
・中

・高
等
学
校
等

諸
謝
金
、
旅
費
等

実
施
主
体

補
助
割
合

対
象
校
種

補
助
対
象
経
費

都
道
府
県
・市

区
町
村

国
１
／
３
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１１．キャリア教育・職業教育の充実 

  令和 5 年度予算額（案） 270 百万円 
(前年度予算額  324 百万円） 

１．要  旨 
小学校からの起業体験や中学校の職場体験活動、高校におけるインターンシ

ップ等のキャリア教育を推進するとともに、専門高校においては、最先端の職
業人材育成のさらなる推進を図る。 

２．内 容 
（１）将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業

18 百万円(20 百万円) 
① キャリア教育の普及・啓発

キャリア教育推進連携シンポジウムの開催等

② 小・中・高等学校等における起業体験推進事業
小・中・高等学校等において、児童生徒のチャレンジ精神や、他者と協働

しながら新しい価値を創造する力など、これからの時代に求められる起業家
精神及び起業家的資質・能力の育成を目指した起業体験活動を行うモデルを
構築し、全国への普及を図る。 

③ 地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業
（学校を核とした地域力強化プランの一部） 
【総合教育政策局に計上】〔補助率１／３〕 

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県等に配置し、地元企
業等と連携した職場体験やインターンシップ及び地元への愛着を深めるキャ
リア教育の推進等を通じ、地元に就職し地域を担う人材を育成する。

（２）マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）

253 百万円（250 百万円） 
 デジタルトランスフォーメーション（DX）、六次産業化等、産業構造・仕
事内容は急速かつ絶えず革新しており、さらに新型コロナウイルス感染症の
感染拡大を契機として、こうした革新の流れは一層急激になっていくことが
予見される。このため、成長産業化を図る産業界と専門高校が一体となり、
地域産業の持続的な成長を牽引する最先端の職業人材育成をさらに推進し、
専門高校の職業人材育成の抜本的改革を図る。 
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将
来
の
在
り⽅

・⽣
き
⽅
を
主
体
的
に
考
え
られ
る
若
者
を
育
む

キ
ャリ
ア
教
育
推
進
事
業

児
童

⽣
徒

⼀
⼈

⼀
⼈

の
社

会
的

・職
業

的
⾃

⽴
に

向
け

必
要

な
基

盤
とな

る
資

質
・能

⼒
を

育
成

す
る

た
め

、学
校

が
地

域
や

産
業

界
等

と連
携

した
⼩

学
校

の
職

場
⾒

学
、中

学
校

の
職

場
体

験
活

動
及

び
⾼

等
学

校
の

就
業

体
験

活
動

（
イン

ター
ンシ

ップ
）

を
促

進
す

る
とと

も
に

、児
童

⽣
徒

が
主

体
的

に
進

路
を

選
択

す
る

こと
が

で
きる

よ
う、

「キ
ャリ

ア
・パ

ス
ポ

ー
ト」

等
の

教
材

を
活

⽤
しつ

つ
、体

系
的

な
キ

ャリ
ア

教
育

を
推

進
す

る
。

背
景
・課
題

◆
キ
ャリ
ア
教
育
推
進
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、連
携
表
彰
等
の
実
施

キ
ャリ

ア
教

育
の

意
義

の
普

及
・啓

発
と推

進
に

資
す

る
た

め
、学

校
、地

域
・社

会
及

び
産

業
界

等
の

関
係

者
が

⼀
堂

に
会

した
シ

ンポ
ジ

ウム
を

、⽂
科

省
・経

産
省

・厚
労

省
の

共
催

で
開

催
す

る
とと

も
に

、キ
ャリ

ア
教

育
の

充
実

・発
展

に
向

け
優

れ
た

取
組

を
実

施
して

い
る

団
体

等
を

表
彰

す
る

。

事
業
内
容

令
和

5年
度

予
算

額
（

案
）

18
百

万
円

（
前

年
度

予
算

額
20

百
万

円
）

１
．
キ
ャリ
ア
教
育
の
普
及
・啓
発

1百
万

円
（
3百

万
円
）

２
．
キ
ャリ
ア
教
育
推
進
体
制
の
構
築

16
百

万
円

（
17

百
万
円
）

◆
⼩
・中
・⾼
等
学
校
等
に
お
け
る
起
業
体
験
推
進
事
業

9百
万
円
（
9百
万
円
）

⼩
・中

・⾼
等

学
校

等
に

お
い

て
、児

童
⽣

徒
の

チ
ャレ

ンジ
精

神
や

、他
者

と協
働

しな
が

ら新
しい

価
値

を
創

造
す

る
⼒

な
ど、

これ
か

らの
時

代
に

求
め

られ
る

起
業

家
精

神
及

び
起

業
家

的
資

質
・能

⼒
の

育
成

を
⽬

指
した

起
業

体
験

活
動

を
⾏

うモ
デ

ル
を

構
築

し、
全

国
へ

の
普

及
を

図
る

。

◆
地
域
を
担
う⼈

材
育
成
の
た
め
の
キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業

8百
万
円
（
8百
万
円
）

【学
校
を
核
とし
た
地
域
⼒
強
化
プ
ラ
ン
の
⼀
部
（
地
⽅
創
⽣
関
連
施
策
）
】

「キ
ャリ

ア
プ

ラン
ニン

グ
ス

ー
パ

ー
バ

イザ
ー

」を
都

道
府

県
等

に
配

置
し、

地
元

企
業

等
と連

携
した

職
場

体
験

や
イン

ター
ンシ

ップ
及

び
地

元
へ

の
愛

着
を深

め
る

キ
ャリ

ア
教

育
の

推
進

等
を

通
じ、

地
元

に
就

職
し地

域
を

担
う⼈

材
を

育
成

す
る

。
（

配
置

⼈
員

15
名

）

⼩
学

校
、中

学
校

、⾼
等

学
校

等
対
象

校
種

都
道

府
県

教
育

委
員

会
等

６
地

域
委
託
先

講
師

謝
⾦

、旅
費

、印
刷

費
等

委
託

対
象
経
費

⼩
学

校
、中

学
校

、⾼
等

学
校

等
対
象

校
種

都
道

府
県

市
区

町
村

実
施

主
体

補
助

率
（

国
:1

/3
 県

市
:2

/3
）

補
助

割
合

諸
謝

⾦
、旅

費
等

補
助

対
象
経
費
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1

マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（
次
世
代
地
域
産
業
⼈
材
育
成
刷
新
事
業
）

■
第
４
次
産
業
⾰
命
の
進
展
、デ
ジ
タル
トラ
ンス
フォ
ー
メー
シ
ョン
（
Ｄ
Ｘ
）
、六

次
産
業
化
等
、産

業
構
造
・仕
事
の
内
容
は
急
速
か
つ
絶
え
ず
⾰
新
。

■
新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
⼤
の
中
、D
X,
Io
Tの
進
展
の
加
速
度
が
さら
に
⾼
ま
り、
⾰
新
の
流
れ
は
⼀
層
急
激
に
。

■
こう
した
中
、地

域
産
業
の
⼈
材
育
成
の
核
とな
る
専
⾨
⾼
校
の
社
会
的
要
請
とし
て
、産

業
構
造
・仕
事
の
内
容
の
絶
え
間
な
い
変
化
に
即
応
した
職
業
⼈
材
育
成
が
求
め
られ
る
。

産
業
界
等
と⼀

体
とな
った
専
⾨
⾼
校
改
⾰
を
推
進
す
る
とと
も
に
、地
域
産
業
の
持
続
的
な
成
⻑
を
牽
引
す
る
最
先
端
の
職
業
⼈
材
を
育
成


「マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
」を
指
定
し、
産
業
界
他
関
係
者
⼀
体
とな
った
カリ
キ
ュラ
ム
刷
新
・

実
践
（
コー
ス
、学

科
改
編
等
）


マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
Ｃ
Ｅ
Ｏ
を
企
業
等
か
ら採

⽤
し学

校
の
管
理
職
とし
て
マ
ネ
ジ
メン
ト


企
業
等
の
技
術
者
・研
究
者
等
を
教
員
とし
て
採
⽤


企
業
等
で
の
授
業
・実
習
を
多
数
実
施
、企

業
等
の
施
設
・設
備
の
共
同
利
⽤


専
攻
科
設
置
や
⾼
専
化
、⼤

学
連
携
等
の
⼀
貫
教
育
課
程
導
⼊
等
の
抜
本
的
な
改
⾰
等

●
研
究
開
発
校
（
マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
）
指
定

令
和
5年

度
予
算
額
（
案
）

3億
円

（
前
年
度
予
算
額

3億
円
）

背
景
・課
題

事
業
内
容

●
デ
ジ
タ
ル
⽥
園
都
市
国
家
構
想
基
本
⽅
針
（
令
和
４
年
６
⽉
７
⽇
閣
議
決
定
）
よ
り抜

粋
（
中
略
）
専
⾨
⾼
校
（
農
業
⾼
校
、⼯

業
⾼
校
、商

業
⾼
校
等
）
に
お
い
て
、地

⽅
公
共
団
体
や
産
業
界
等
と連

携
・協
働
した
実
践
的
な
職
業
教
育
を
推
進
す
る
こと
で
、地

域
経
済
の
活
性
化
を
担
う

⼈
材
養
成
に
果
た
す
役
割
を
強
化
す
る
。

●
マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
に
お
け
る
PD
CA
サ
イ
ク
ル
構
築


「マ
イス
ター
・ハ
イス
クー
ル
」に
お
け
る
カリ
キ
ュラ
ム
開
発
等
の
取
組
に
つ
い

て
、第

３
者
機
関
が
指
導
助
⾔
や
成
果
の
検
証
、P
D
CA
サ
イ
ク
ル
構
築
、

事
業
指
定
終
了
後
の
⾃
⾛
に
向
け
た
⽀
援
を⾏

う

相
談

様
々
な
分
野
の
専
⾨
家

教
育
界
・産
業
界
双
⽅
の
経
験
・

知
⾒
を
持
つ
橋
渡
し役

課
題
に
応
じ
て

相
談

助
⾔

●
専
⾨
学
科
デ
ジ
タ
ル
コン
テ
ン
ツ
の
充
実

●
専
⾨
⾼
校
の
取
組
発
信
に
よ
る
魅
⼒
向
上

⺠
間
事
業
者

伴
⾛
者

ア
ドバ
イ
ザ
ー

マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
Ｃ
Ｅ
Ｏ

産
業
界
・地
⽅
⾃
治
体
・学
校
設
置
者
（
管
理
機
関
）

専
⾨
⾼
校

産
業
実
務
家
教
員

産
業
界

事
業
指
定
終
了
後
の
⾃
⾛
に
向
け
た
⽀
援

【件
数
︓
１
箇
所
】

【委
託
先
︓
⺠
間
事
業
者
】

助
⾔

情
報
提
供

成
果
検
証
等

【件
数
︓
17
箇
所
(継
続
15
箇
所
含
む
)】

【委
託
先
︓
学
校
設
置
者
、地

⽅
公
共
団
体
、⺠

間
事
業
者
等
】
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１２．学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困対策の推進等

令和 5 年度予算額（案）   2,887 百万円 

(前年度予算額         2,741 百万円） 

〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計  804 百万円〕 

１．要  旨 

家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の高い

教育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるように

することは、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が国の成長・発展

にもつながるものである。 

「子供の貧困対策に関する大綱」を踏まえ、学校を子供の貧困対策のプラッ

トフォームと位置付け、総合的な子供の貧困対策を推進するとともに、教育の

機会均等を保障するため、教育費負担の軽減を実施する。

２．内  容 

（１）教育相談の充実

○スクールソーシャルワーカーの配置充実【再掲】

2,313 百万円（2,132 百万円） 

 〔補助率１／３〕〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕

・スクールソーシャルワーカーの全中学校区への配置（10,000 中学校区）

・いじめ・不登校対策のための重点配置（3,000 校）

・貧困対策のための重点配置（3,500 校）(ヤングケアラー支援含む)

・虐待対策のための重点配置（2,500 校）

・教育支援センターの機能強化（250 箇所）

・スーパーバイザーの配置（90 人）

・オンライン活用拠点(67 箇所)(新規)  等 

（２）要保護児童生徒援助費補助           545 百万円（557 百万円） 

〔補助率１／２〕〔補助事業者：都道府県・市町村〕 

 要保護児童生徒の保護者に対して市町村が行う学用品費、修学旅行費、

学校給食等の就学援助への国庫補助を実施。制服代等の「新入学児童生徒

学用品費等」の予算単価の引き上げにより、国庫補助の拡充を図るととも

に、就学援助の着実な取組を支援する。 

※上記に関連して、地方公共団体の標準準拠システム移行支援事業（就学）

に係る経費を計上。             28 百万円（52 百万円）
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〔委託費〕〔委託事業者：民間企業等〕 

 地方公共団体の就学事務（就学援助・学齢簿編製）について、各自治体

が令和７年度までに標準準拠システムへ円滑な移行が行えるよう、技術的

な相談等への対応を行う。 

※このほか、被災児童生徒就学支援等事業（大規模災害対応分）を実施。

49 百万円（57 百万円） 

〔補助率２／３〕〔補助事業者：都道府県〕 

 大規模災害で被災し、経済的に就学が困難な児童生徒等の就学機会を確

保するため、小中学生に対する学用品費等の援助、高校生に対する奨学金、

特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就学奨励、私立学校及び専修学

校・各種学校の授業料減免を実施する。 

≪関連施策≫ 

・教職員定数の改善（貧困等に起因する学力課題の解消等）

・高等学校等就学支援金交付金等

・高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）

・特別支援教育就学奨励費負担等

  （参考：復興特別会計） 

◇被災児童生徒就学支援等事業  804 百万円（939 百万円） 

〔補助事業者：都道府県〕 

 東日本大震災で被災し、経済的に就学が困難な児童生徒等の就学機会

を確保するため、小中学生に対する学用品費等の援助、高校生に対する

奨学金、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就学奨励、私立学校

及び専修学校・各種学校の授業料減免を実施する。 
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ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー

に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実

令
和

5年
度
予
算
額

（
案
）

82
億
円

（
前
年
度
予
算
額

77
億
円
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業


義
務
教
育
段
階
の
不
登
校
児
童
生
徒
数
は
、平

成
24
年
度
か
ら8
年
連
続
で
全
体
の
人
数
・児
童
生
徒
千
人
当
た
りの
人
数
とも
に
増
加
して
お
り、

様
々
な
課
題
を抱

え
る
児
童
生
徒
へ
の
早
期
支
援
、不

登
校
状
態
に
あ
る
児
童
生
徒
へ
の
手
厚
い
支
援
に
向
け
た
相
談
体
制
の
充
実
が
必
要
。


また
、社

会
問
題
化
して
い
る
昨
今
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
の
急
増
等
を踏

まえ
、学

校
に
お
け
る
児
童
虐
待
の
未
然
防
止
・早
期
発
見
や
、

児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・的
確
な
対
応
に
向
け
た
相
談
体
制
の
充
実
も
喫
緊
の
課
題
。


さら
に
、「
経
済
財
政
運
営
と 改

革
の
基
本
方
針

20
22
」等
を踏

まえ
、重

大
な
い
じめ
・自
殺
や
不
登
校
、ヤ
ング
ケ
アラ
ー
の
早
期
対
応
等
に
向
け
た

相
談
体
制
の
充
実
も
課
題
。

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）
：

5,
88

9百
万
円

(前
年
度
予
算
額
：

5,
58

1百
万
円
）

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）
：

2,
31

3百
万
円

(前
年
度
予
算
額
：

2,
13

2百
万
円
）


児
童
生
徒
の
心
理
に
関
して
専
門
的
な
知
識
・経
験
を有

す
る
者

⇒
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事

（
学
教
法
施
行
規
則
）


福
祉
に
関
して
専
門
的
な
知
識
・経
験
を有

す
る
者

⇒
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事

（
学
教
法
施
行
規
則
）


補
助
割
合
：
国
１

/３
、都

道
府
県
・政
令
指
定
都
市
２

/３

実
施
主
体
：
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市


補
助
対
象
経
費
：
報
酬
・期
末
手
当
、交

通
費
等


補
助
割
合
：
国
１

/３
、都

道
府
県
・政
令
指
定
都
市
・中
核
市
２

/３

実
施
主
体
：
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
・中
核
市


補
助
対
象
経
費
：
報
酬
・期
末
手
当
、交

通
費
等


全
公
立
小
中
学
校
に
対
す
る
配
置
（

27
,5

00
校
）


配
置
時
間
：
週
１
回
概
ね
４
時
間
程
度

基
盤
とな
る
配
置


全
中
学
校
区
に
対
す
る
配
置
（

10
,0

00
中
学
校
区
）


配
置
時
間
：
週
１
回
３
時
間


い
じ
め
・不
登
校
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置
：

2,
90

0校
（
←

2,
00

0校
）

い
じ
め

不
登
校

虐
待

貧
困


虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
2,

00
0校

（
←

1,
50

0校
）


ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

：
90
人


い
じ
め
・不
登
校
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置
：

3,
00

0校
（
←

2,
00

0校
）


虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
2,

50
0校

（
←

2,
00

0校
）


ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

：
90
人

※
不
登
校
特
例
校
や
夜
間
中
学
へ
の
配
置
を
含
む


教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

：
25

0箇
所

※
不
登
校
特
例
校
・夜
間
中
学
へ
の
配
置
を
含
む


教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

：
25

0箇
所


貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
2,

30
0校

（
←

1,
90

0校
）


貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
3,

50
0校

（
←

2,
90

0校
）


公
認
心
理
師
、臨

床
心
理
士
等


社
会
福
祉
士
、精

神
保
健
福
祉
士
等

補
助
制
度

求
め
ら
れ
る
能
力
・資
格

基
礎
配
置
に
加
え
、配
置
時
間
を
週
１
回
３
時
間
加
算

⇒
重
点
配
置
の
活
用
に
よ
り、
週
２
回
や
週
３
回
の
配
置
も
可
能

児
童
生
徒
1
0
0
0
人
当
た
り
の

不
登
校
児
童
生
徒
数
（
小
中
）

※
単
位
：
人

重 点 配 置 等

質
の
向
上

基
礎
配
置
に
加
え
、配
置
時
間
を
週
１
回
４
時
間
加
算

⇒
重
点
配
置
の
活
用
に
よ
り、
週
１
回
８
時
間
（
終
日
）
以
上
の
配
置
も
可
能

※
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
支
援
の
た
め
の
配
置
を
含
む

10
.911

.7
12

.1
12

.6
13

.5
14

.716
.9

18
.820

.525
.7

10121416182022242628

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

R元
R2

R3

上
記
の
ほ
か
、自

殺
予
防
教
育
実
施
の
支
援
を
含
む

オ
ン
ラ
イ
ン
活
用
拠
点


オ
ン
ラ
イ
ン
カ
ウ
ン
セ
リン
グ
活
用
の
た
め
の
配
置
：

67
箇
所
（
新
規
）


オ
ン
ラ
イ
ン
を
活
用
し
た
支
援
の
た
め
の
配
置
：

67
箇
所
（
新
規
）
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要
保
護
児
童
生
徒
援
助
費
補
助
金

○
経

済
的

理
由

に
よ

って
、
就

学
困

難
と
認

め
ら

れ
る

学
齢

児
童

生
徒

の
保

護
者

に
対

し
て

必
要

な
支

援
を

行
い

、
義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る

。

目
的
・目
標

事
業
内
容

○
学

校
教

育
法

に
お

い
て

、
「経

済
的

理
由

に
よ

って
、
就

学
困

難
と
認

め
ら

れ
る

学
齢

児
童

生
徒

の
保

護
者

に
対

し
て

は
、
市
町
村
は
、
必
要
な
援
助
を
与
え
な
け
れ
ば
な

ら
な
い

。
」と

さ
れ

て
お

り、
ま

た
、
就

学
援

助
法

等
に

お
い

て
、
国
は
市
町
村
に
対
し
て

必
要
な
援
助
を
行
う

こ
と
とさ

れ
て

い
る

。

背
景
説
明

◆
補

助
対

象
費

目
:

学
用

品
費

、
体

育
実

技
用

具
費

、
新

入
学

児
童

生
徒

学
用

品
費

等
、
通

学
用

品
費

、
通

学
費

、
修

学
旅

行
費

、
校

外
活

動
費

、
ク

ラ
ブ

活
動

費
、
生

徒
会

費
、
Ｐ

Ｔ
Ａ

会
費

、
卒

業
ア

ル
バ

ム
代

等
、
オ

ン
ラ

イ
ン

学
習

通
信

費
、

医
療

費
、
学

校
給

食
費

◆
令

和
５

年
度

予
算

額
（

案
）

・「
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
」の
単
価
引
き
上
げ

中
学

校
:

60
,0

00
円

→
63

,0
00

円
（

＋
3,

00
0円

）

市
町

村
の

行
う
就

学
援

助
の

う
ち

、
生

活
保

護
法

に
規

定
す

る
「要

保
護

者
」へ

の
援

助
に

対
し

て
、
国

は
、
義

務
教

育
の

円
滑

な
実

施
に

資
す

る
よ

う
、
「就

学
困

難
な

児
童

及
び

生
徒

に
係

る
就

学
奨

励
に

つ
い

て
の

国
の

援
助

に
関

す
る

法
律

」
（

就
学

援
助

法
）

「学
校

保
健

安
全

法
」「

学
校

給
食

法
」等

に
基

づ
い

て
必

要
な

援
助

を
実

施
。

【参
考
:
準
要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】（

令
和

３
年

度
約

12
1万

人
）

要
保

護
者

に
準

ず
る

程
度

に
困

窮
し

て
い

る
と市

町
村

教
育

委
員

会
が

認
め

る
「準

要
保

護
者

」へ
の

就
学

援
助

事
業

に
つ

い
て

は
、
三

位
一

体
改

革
に

よ
り
、
平

成
17

年
度

か
ら

国
の

補
助

を
廃

止
し

、
税

源
移

譲
・地

方
財

政
措

置
を

行
い

、
各

市
町

村
が

単
独

で
事

業
を

行
って

い
る

。

【要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】（

令
和

３
年

度
約

９
万

人
）

令
和

５
年

度
予

算
額

(案
)

54
5百

万
円

(前
年

度
予

算
額

55
7百

万
円

)

市
町

村
等

小
学

校
、
中

学
校

、
義

務
教

育
学

校
、
中

等
教

育
学

校
（

前
期

課
程

の
み

）
対

象
校

種
実

施
主

体

生
活

保
護

法
に

規
定

す
る

「要
保

護
者

」
対

象
者

国
1/

2 
、
市

町
村

等
1/

2
補

助
割

合

市
町

村
等

が
行

う学
用

品
費

、
修

学
旅

行
費

、
学

校
給

食
費

等
の

補
助

事
業

補
助

対
象

経
費
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●
標

準
準

拠
シ

ス
テ

ム
導

入
（

移
行

）
に

か
か

る
技

術
的

な
助

言

●
ベ

ン
ダ

が
開

発
し

た
シ

ス
テ

ム
と標

準
仕

様
書

との
適

合
確

認

●
標

準
仕

様
書

等
に

関
す

る
問

い
合

わ
せ

対
応

●
先

行
導

入
し

た
自

治
体

の
情

報
提

供

●
自

治
体

か
ら

の
技

術
的

な
相

談
等

を
踏

ま
え

た
調

査
研

究

な
ど

地
方
公
共
団
体
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
移
行
支
援
事
業
（
就
学
）

令
和

5年
度

予
算

額
(案

) 
28

百
万

円
（

前
年

度
予

算
額

52
百

万
円

)

■
「デ
ジ
タ
ル
・ガ
バ
メ
ン
ト
実
行
計
画
」（
令
和
2
年
1
2
月
2
5
日
閣
議
決
定
）

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

情
報

シ
ス

テ
ム

等
の

共
同

利
用

、
手

続
の

簡
素

化
、

迅
速

化
、
行

政
の

効
率

化
等

を
推

進
す

る
た

め
、
地

方
公

共
団

体
の

業
務

プ
ロ

セ
ス

・情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

に
取

り組
む

。

■
「デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現
に
向
け
た
重
点
計
画
」（
令
和
4
年
6
月
7
日
閣
議
決
定
）

デ
ジ

タ
ル

３
原

則
に

基
づ

き
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
者

の
利

便
性

向
上

並
び

に
行

政
運

営
の

簡
素

化
及

び
効

率
化

に
立

ち
返

っ
た

業
務

改
革

（
B
PR

）
の

徹
底

を
前

提
に

進
め

る
。

～
～

～
デ

ジ
タ

ル
庁

は
、

地
方

公
共

団
体

職
員

とデ
ジ

タ
ル

庁
民

間
人

材
等

と
で

構
成

す
る

ワ
ー

ク
シ

ョッ
プ

を
開

催
し

、
標

準
仕

様
書

を
ベ

ー
ス

とし
た

デ
ジ

タ
ル

３
原

則
に

基
づ

く業
務

改
革

（
B
PR

）
の

提
案

を
具

体
的

に
行

う
こ

と
と
し

、
当

該
提

案
を

踏
ま

え
て

、
制

度
所

管
府

省
庁

に
お

い
て

は
、
標

準
仕

様
書

に
つ

い
て

、
デ

ジ
タ

ル
庁

・総
務

省
に

お
い

て
は

、
デ

ー
タ

要
件

・連
携

要
件

に
つ

い
て

そ
れ

ぞ
れ

必
要

な
対

応
を

検
討

す
る

。

④
教

育
就

学
に

係
る

学
齢

簿
作

成
、
就

学
援

助
認

定
等

の
シ

ス
テ

ム
は

、
令

和
４

年
（

20
22

年
）

夏
を

目
途

に
標

準
仕

様
書

（
第

1.
0版

）
を

改
定

す
る

。

■
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
に
関
す
る
法
律
（
令
和
3
年
法
律
第
4
0
号
）

第
九

条
国

は
、
地

方
公

共
団

体
情

報
シ

ス
テ

ム
が

標
準

化
基

準
に

適
合

し
て

い
る

か
どう

か
の

確
認

を
地

方
公

共
団

体
が

円
滑

に
実

施
で

き
る

よ
う
に

す
る

た
め

に
必

要
な

措
置

を
講

ず
る

も
の

とす
る

。
２

国
は

、
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
地

方
公

共
団

体
情

報
シ

ス
テ

ム
の

標
準

化
の

状
況

を
把

握
す

る
た

め
の

調
査

を
行

う
と
と
も

に
、

地
方

公
共

団
体

に
対

し
、

地
方

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

の
た

め
に

必
要

な
助

言
、

情
報

の
提

供
そ

の
他

の
措

置
を

講
ず

る
も

の
とす

る
。

関
係
す
る
閣
議
決
定
な
ど

学
齢
簿
編
製

学
校

教
育

法
第

19
条

に
基

づ
き

、
各

市
町

村
が

、
経

済
的

理
由

に
よ

り小
・中

学
校

へ
の

就
学

が
困

難
と認

め
ら

れ
る

学
齢

児
童

生
徒

の
保

護
者

に
対

し
て

、
学

用
品

費
や

通
学

費
、

修
学

旅
行

費
、
学

校
給

食
費

な
ど
の

援
助

を
行

う
制

度
。

標
準

準
拠

シ
ス

テ
ム

移
行

支
援

に
必

要
な

経
費

（
謝

金
、
人

件
費

、
消

耗
品

費
等

）

事
業
概
要

委
託

先
民

間
企

業
等

１
機

関
、
１

年

委
託

対
象

経
費

箇
所
数
・
期
間

就
学
援
助

就
学
事
務
の
概
要

学
齢

簿
は

、
学

校
教

育
法

第
16

条
、
第

17
条

に
基

づ
き

、
学

齢
児

童
生

徒
（

満
６

歳
～

15
歳

）
の

就
学

義
務

の
履

行
状

況
を

把
握

し
、
義

務
教

育
の

完
全

実
施

を
確

保
す

る
た

め
の

基
本

的
な

帳
簿

で
あ

る
。
市

町
村

教
育

委
員

会
は

住
民

基
本

台
帳

に
基

づ
き

、
そ

の
作

成
・管

理
や

就
学

校
の

指
定

な
どの

事
務

（
就

学
事

務
）

を
行

っ
て

い
る

。

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

自
治
体

文
部
科
学
省

標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行

（
地
方
公
共
団
体
は
ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
を
活
用
し
、
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
を
利
用
）

標
準
仕
様
書

改
定
(2
.0
版
)

令
和

3年
度

に
就

学
に

係
る

学
齢

簿
編

製
、
就

学
援

助
認

定
の

シ
ス

テ
ム

標
準

仕
様

書
【1

.0
版

】を
作

成
し

、
令

和
4
年

度
は

デ
ジ

タ
ル

庁
が

業
務

横
断

的
に

策
定

す
る

「デ
ー

タ
要

件
・連

携
要

件
」や

標
準

仕
様

書
間

の
横

並
び

調
整

方
針

等
を

踏
ま

え
、
標

準
仕

様
書

の
改

定
を

行
った

。
【2

.0
版

】
各

自
治

体
が

令
和

7
年

度
ま

で
に

標
準

準
拠

シ
ス

テ
ム

へ
円

滑
な

移
行

が
行

え
る

よ
う
、

国
は

標
準

化
法

第
9

条
等

に
基

づ
き

、
自

治
体

か
ら

の
技

術
的

な
相

談
等

に
対

し
、
遺

漏
な

く対
応

す
る

必
要

が
あ

る
。
ま

た
、
令

和
5

年
度

以
降

、
自

治
体

か
ら

B
PR

（
業

務
改

革
）

の
観

点
で

標
準

仕
様

書
の

改
善

提
案

が
な

さ
れ

た
場

合
に

は
、

制
度

所
管

府
省

とし
て

、
標

準
仕

様
書

に
反

映
す

べ
き

か
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。

※
令

和
4年

度
「地

方
自

治
体

業
務

プ
ロ

セ
ス

・情
報

シ
ス

テ
ム

標
準

仕
様

書
作

成
事

業
」か

ら
名

称
変

更

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

委
託

委
託

民
間
企
業
等

自
治
体
の
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
移
行
支
援

移 行 支 援

標
準
仕
様
書
の
随
時
改
定

●
他

の
基

幹
業

務
含

め
、
制

度
改

正
が

あ
った

場
合

や
B
PR

対
応

等
に

よ
る

標
準

仕
様

書
の

改
定

対
応

標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
移
行
支
援

随
時

改
定

随
時

改
定

随
時

改
定

随
時

改
定

随
時

改
定

随
時

改
定
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目
的
・目
標

事
業
内
容

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
大
規
模
災
害
）

○
大
規
模
災
害
に
よ
り被

災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就

学
困
難
とな
った
児
童

生
徒
等
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よ
う、
家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を

図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

○
本
事
業
は
、平

成
28
年
熊
本
地
震
を
発
端
とし
て
同
年
度
か
ら実

施
。

背
景
説
明

○
大
規
模
災
害
に
よ
り被

災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就

学
等
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒
等
に
対
して
、都

道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よ
る
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負

担
を
考
慮
し、
交
付
金
とし
て
経
費
の
一
部
（

2/
3）

を
国
庫
で
支
援
す
る
。

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）

市
町
村
等
に
お
い
て
行
う就

学
援
助
事
業

（
対
象
費
目
）

学
用
品
費
、通

学
費
、修

学
旅
行
費
、学

校
給
食
費
、医

療
費

等
※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よ
る
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

就
学
援
助
事
業

【小
・中
学
校
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
生
徒

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
に
お
い
て
行
う奨

学
金
事
業

奨
学
金
事
業

【高
等
学
校
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就

学
等
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授

業
料
等
減
免
事
業

私
立
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業

【私
立
高
等
学
校
等
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
被
災
に
より
支
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）

都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う就

学
奨
励
事
業

（
対
象
費
目
）

学
用
品
費
、通

学
費
、修

学
旅
行
費
、学

校
給
食
費

等

特
別
支
援
教
育
就
学
奨
励
事
業

【特
別
支
援
学
校
等
】

専
修
学
校
・各
種
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業

【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

（
対
象
者
）

被
災
に
よ
り職

業
技
術
の
教
育
等
を目

的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
生
徒

・専
修
学
校
高
等
課
程
、専

門
課
程
：
修
業
年
限

1年
以
上

・専
修
学
校
一
般
課
程
、各

種
学
校
：
原
則
修
業
年
限

2年
以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授

業
料
等
減
免
事
業

○
被
災
に
よ
り就

学
困
難
とな
った
児
童
生
徒
等
に

対
して
、都

道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施

す
る
こと
で
、教

育
機
会
を
確
保
す
る
。

令
和
５
年
度
予
算
額

(案
)

49
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

57
百
万
円

)
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○
被
災
に
よ
り就
学
困
難
と
な
っ
た
児
童
生
徒
等
に
対
し
て

都
道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
こ
とで
、
教
育

機
会
を
確
保
す
る
。

目
的
・目
標

就
学
援
助
事
業
【小
・中
学
校
】

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
東
日
本
大
震
災
）

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
り被
災
し
、
経
済
的
理
由
か
ら
就
学
困
難
とな
った
児
童

生
徒
等
が
安
心
し
て
学
ぶ
こ
とが
で
き
る
よ
う
、
家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を
図

る
こ
とが
喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

令
和
５
年
度
予
算
額
(案
)
80
4百
万
円

(前
年
度
予
算
額

93
9百
万
円
)

【東
日
本
大
震
災

復
興
特
別
会
計
】

＜
地
震
・津
波
被
災
地
域
、
原
子
力
災
害
被
災
地
域
＞

＜
原
子
力
災
害
被
災
地
域
の
み
＞

事
業
内
容

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
り被
災
し
、
経
済
的
理
由
か
ら
就
学
等
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒
等
に
対
し
て
、
都
道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よ
る
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う
負
担
を
考
慮
し
、
交
付
金
とし
て
経
費
の
全
額
（
1
0
/1
0
）
を
国
庫
で
支
援
（
一
部
を
除
く。
）
す
る
。

「第
２
期
復
興
・創
生
期
間
」以
降
に
お
け
る
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方
針
（
令
和
３
年
３
月
９
日
閣
議
決
定
）

（
１
）
地
震
・津
波
被
災
地
域
・・
・

（
２
）
原
子
力
災
害
被
災
地
域
・・
・
就
学
支
援
に
つ
い
て
、
支
援
の
必
要
な
子
ども
の
状
況
等
、
事
業
の
進
捗
に
応
じ
た
支
援
を
継
続
す
る
。

就
学
支
援
に
つ
い
て
、
過
去
の
大
規
模
災
害
に
お
け
る
取
組
事
例
等
を
踏
ま
え
、
支
援
の
必
要
な
子
ども
の
状
況
等
、
事
業
の
進
捗
に
応
じ
た
支
援
を
継
続
す
る
。

（
対
象
者
）

原
子
力
災
害
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
に
お
い
て
行
う奨
学
金
事
業

（
返
還
免
除
）
原
則
とし
て
、
死
亡
・障
害
に
よ
り返
還
が
困
難
な
とき

奨
学
金
事
業
【高
等
学
校
】

特
別
支
援
教
育
就
学
奨
励
事
業
【特
別
支
援
学
校
等
】

（
対
象
者
）

原
子
力
災
害
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
原
子
力
災
害
に
よ
り支
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う就
学
奨
励
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、
通
学
費
、
修
学
旅
行
費
、
学
校
給
食
費
等

（
対
象
者
）

原
子
力
災
害
に
よ
り就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

私
立
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業
【私
立
高
等
学
校
等
】

専
修
学
校
・各
種
学
校
授
業
料
等
減
免
事
業
【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

（
対
象
者
）
原
子
力
災
害
に
よ
り職
業
技
術
の
教
育
等
を
目
的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
生
徒

・専
修
学
校
高
等
課
程
、
専
門
課
程
:
修
業
年
限
1年
以
上

・専
修
学
校
一
般
課
程
、
各
種
学
校
:
原
則
修
業
年
限
2年
以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う
授
業
料
等
減
免
事
業

※
専
修
学
校
専
門
課
程
及
び
一
般
課
程
並
び
に
各
種
学
校
に
つ
い
て
は
学
校
が
実
施
し
た
減
免
額
の
2/
3が
上
限

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、
通
学
費
、
修
学
旅
行
費
、
学
校
給
食
費
、
医
療
費
等

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う
就
学
援
助
事
業

※
通
学
費
に
は
、
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よ
る
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む
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１３．高校生等への修学支援

令和 5 年度予算額（案）  430,483 百万円  

(前年度予算額  432,334 百万円） 

１．要  旨 

 全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に充てる

ために高等学校等就学支援金を支給するとともに、低所得世帯に対しては、授業料以外

の教育費に充てるために高校生等奨学給付金を支給すること等により、家庭の教育費負

担の軽減を図る。 

２．内 容 

（１）高等学校等就学支援金交付金等 412,856 百万円(414,154 百万円） 

① 高等学校等就学支援金交付金  410,371 百万円(411,384 百万円） 

○ 高校生等の授業料に充てるため、年収 910 万円未満の世帯の生徒等を対象に、年額

118,800 円を支給（設置者が代理受領）。

○ 私立高校等に通う年収 590 万円未満の世帯の生徒等については、支給上限額を年

額 396,000 円まで加算。

○ 令和５年度より家計急変世帯への支援の仕組みを創設。

※やむを得ない理由により収入が著しく減少した場合に支援。

（対象学校種） 

国公私立の高等学校、中等教育学校(後期課程)、特別支援学校(高等部)、高等専門

学校(１～３年生)、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家

資格者養成課程(中学校卒業者を入所資格とするもの)を置くもの、各種学校のうち

告示指定を受けた外国人学校、海上技術学校 

② 高等学校等就学支援金事務費交付金 2,478百万円(  2,762百万円) 

○ 高等学校等就学支援金に関する事務の円滑な実施に資することを目的として、都道

府県に交付。

③ 公立高等学校授業料不徴収交付金（旧制度）    7 百万円(   8 百万円) 
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（２）高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）    14,761 百万円( 15,111 百万円) 
 
 ○ 生活保護世帯、非課税世帯（家計急変により非課税相当となった世帯も含む）の授

業料以外の教育費負担を軽減するため、高校生等奨学給付金により支援を行う。 

   ※ 授業料以外の教育費とは、教科書費、教材費、学用品費、通学用品費、入学学用品費、教科

外活動費、通信費など 

○ 都道府県が行う高校生等奨学給付金事業に対して、国がその経費を一部補助する。

（国庫補助率１／３） 

 （対象学校種） 

高等学校等就学支援金の対象学校種（特別支援学校を除く）及び高校等の専攻科 
                           
 
【給付額】 

  非課税世帯について、全日制等（第１子）の給付額を増額することにより、低所得世帯

の更なる教育費負担の軽減を図る。 

 

国公立 私立

114,100円 134,600円

↓（+3,000円） ↓（+3,000円）

117,100円 137,600円

非課税世帯
　通信制・専攻科

世帯区分
給付額（年額）

生活保護受給世帯
　全日制等・通信制

非課税世帯
　全日制等（第１子）

非課税世帯
　全日制等（第２子以降）

  32,300円   52,600円

143,700円　　 152,000円

  50,500円   52,100円

 

 

 

 

（３）高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等奨学給付金を除く。） 

 715 百万円(     771 百万円) 

①  高校等で学び直す者に対する修学支援 

②  海外の日本人高校生への修学支援 

③  高校等専攻科の生徒への修学支援 

④  前年度限りの経費（公立高校等の家計急変世帯への修学支援） 
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（４）へき地児童生徒援助費等補助金

2,150 百万円(2,297 百万円) 

○ へき地等の小・中・高校生の通学条件を緩和するため、地方公共団体が実施する通

学費・居住費等の修学支援について補助を行う。
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事
業
内
容

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
等

背
景

課
題

背
景
説
明

○
家

庭
の

経
済

状
況

に
か

か
わ

ら
ず

、
全

て
の

意
志

あ
る

高
校

生
等

が
安

心
し

て
教

育
を

受
け

る
こ

とが
で

き
る

よ
う、

家
庭

の
教

育
費

負
担

の
軽

減
を

図
る

こ
と

が
喫

緊
の

課
題

。

目
的
・目
標

○
高

等
学

校
等

の
授

業
料

に
充

て
る

た
め

に
高

等
学

校
等

就
学

支
援

金
を

支
給

す
る

こ
とで

、
家

庭
の

教
育

費
負

担
の

軽
減

を
図

り、
も

って
教

育
の

機
会

均
等

に
寄

与
す

る
。

令
和

5年
度

予
算

額
（

案
）

4,
12

9億
円

(前
年

度
予

算
額

4,
14

2億
円

)

＜
内

訳
＞

高
等

学
校

等
就

学
支

援
金

交
付

金
4,

10
4 

億
円

公
立

高
等

学
校

授
業

料
不

徴
収

交
付

金
0.

1 
億

円

高
等

学
校

等
就

学
支

援
金

事
務

費
交

付
金

25
億

円

対
象

校
種

対
象

校
種

公
・私

立
高

校
等

:
都

道
府

県
国

立
高

校
等

:
国

実
施

主
体

国
10

/1
0

支
援

割
合

支
援

割
合

高
等

学
校

、
中

等
教

育
学

校
（

後
期

課
程

）
、
特

別
支

援
学

校
（

高
等

部
）

、
高

等
専

門
学

校
（

1～
3年

）
、
専

修
学

校
高

等
課

程
、

専
修

学
校

一
般

課
程

及
び

各
種

学
校

の
う
ち

国
家

資
格

者
養

成
課

程
（

中
学

校
卒

業
者

を
入

所
資

格
とす

る
も

の
）

を
置

くも
の

、
各

種
学

校
の

う
ち

告
示

指
定

を
受

け
た

外
国

人
学

校
、
海

上
技

術
学

校

※
私

立
高

校
等

の
通

信
制

課
程

に
通

う
年

収
59

0万
円

未
満

世
帯

の
支

給
上

限
額

は
29

万
7,

00
0円

※
国

公
立

の
高

等
専

門
学

校
（

1~
3年

）
に

通
う

年
収

59
0万

円
未

満
世

帯
の

支
給

上
限

額
は

23
万

4,
60

0円

年
収

は
両

親
の

う
ち

どち
ら

か
一

方
が

働
き

、
高

校
生

1人
（

16
歳

以
上

）
、
中

学
生

1人
の

4人
世

帯
の

目
安

。

59
0万

円
91

0万
円

年
収
目
安

支
給
上
限
額

39
万

6,
00

0円
（

私
立

高
校

の
平

均
授

業
料

を
勘

案
し

た
水

準
）

11
万

8,
80

0円
（

公
立

高
校

の
授

業
料

）

◆
高

校
生

等
の

授
業

料
に

充
て

る
た

め
、

年
収

91
0万

円
未

満
の

世
帯

の
生

徒
等

を
対

象
に

、
高

等
学

校
等

就
学

支
援

金
を

支
給

（
設

置
者

が
代

理
受

領
）

◆
令

和
５

年
度

予
算

案
:

家
計

急
変

世
帯

へ
の

支
援

の
仕

組
み

を
創

設
※

や
む

を
得

な
い

理
由

に
よ

り収
入

が
著

し
く減

少
し

た
場

合
に

支
援

私
立

高
校

等
は

加
算

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
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◆
生
活
保
護
世
帯
・非
課
税
世
帯
の
授
業
料
以
外
の
教
育
費
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、
高
校
生
等
奨
学
給
付
金
に
よ
り支
援
を
行
う
。

※
家
計
急
変
世
帯
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
含
む
）
に
つ
い
て
は
、
急
変
後
の
所
得
の
見
込
に
よ
り
判
定

※
授
業
料
以
外
の
教
育
費
とは
、
教
科
書
費
、
教
材
費
、
学
用
品
費
、
通
学
用
品
費
、
入
学
学
用
品
費
、
教
科
外
活
動
費
、
通
信
費
な
ど

◆
令
和
５
年
度
予
算
案
:
非
課
税
世
帯
全
日
制
等
（
第
１
子
）
の
給
付
額
の
増
額

事
業
内
容

令
和
5年
度
予
算
額
（
案
）

14
8億
円

(前
年
度
予
算
額

15
1億
円
)

高
校
生
等
奨
学
給
付
金
（
奨
学
の
た
め
の
給
付
金
）

○
家
庭
の
経
済
状
況
に
か
か
わ
ら
ず
、
全
て
の
意
志
あ
る
高
校
生
等
が

安
心
し
て
教
育
を
受
け
る
こ
とが
で
き
る
よ
う
、
家
庭
の
教
育
費
負
担

の
軽
減
を
図
る
こ
とが
喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

【
「

第
1

子
」

の
給

付
額

の
推

移
】

※
1

5
歳

以
上

2
3

歳
未

満
の

兄
弟

姉
妹

が
い

る
場

合

国
公

立
私

立

 1
1

4
,1

0
0

円
 1

3
4

,6
0

0
円

→
1

1
7

,1
0

0
円

（
+3

,0
0

0
円

）
→

1
3

7
,6

0
0

円
（

+3
,0

0
0

円
）

非
課

税
世

帯
　

通
信

制
・

専
攻

科

世
帯

区
分

給
付

額
（

年
額

）

生
活

保
護

受
給

世
帯

　
全

日
制

等
・

通
信

制

非
課

税
世

帯
　

全
日

制
等

（
第

１
子

）

非
課

税
世

帯

　
全

日
制

等
（

第
２

子
以

降
※

）

 3
2

,3
0

0
円

 5
2

,6
0

0
円

 1
4

3
,7

0
0

円

 5
0

,5
0

0
円

 1
5

2
,0

0
0

円

　
5

2
,1

0
0

円

【
令

和
５

年
度

予
算

案
給

付
額

】

対
象
校
種
対
象
校
種

補
助
対
象

経
費

都
道
府
県

実
施
主
体
実
施
主
体

国
１
/３

都
道
府
県
２
/３

補
助
割
合
補
助
割
合

高
等
学
校
（
専
攻
科
含
む
）
、
中
等
教
育
学
校
（
後
期
課
程
）

高
等
専
門
学
校
（
1～
3年
）
、
専
修
学
校
（
高
等
課
程
）
等

○
高
等
学
校
等
の
授
業
料
以
外
の
教
育
費
に
充
て
る
た
め
に
、
高
校

生
等
奨
学
給
付
金
を
支
給
す
る
こ
とで
、
家
庭
の
教
育
費
負
担
の

軽
減
を
図
り、
も
って
教
育
の
機
会
均
等
に
寄
与
す
る
。

目
的
・目
標

都
道
府
県
が
行
う
高
校
生
等
奨
学
給
付
金
事
業
に

要
す
る
経
費

R
2

年
度

第
3

次
補

正
上

乗
せ

支
給

37
,4
00
円
37

,4
00
円

59
,5
00
円

75
,8
00
円

80
,8
00
円

82
,7
00
円

84
,0
00
円

11
0,
10

0円
11

4,
10

0円
11

7,
10

0円

14
3,
70

0 円

38
,0
00
円

39
,8
00
円

67
,2
00
円

84
,0
00
円

89
,0
00
円

98
,5
00
円
10

3,
50

0円
12

9,
60

0 円
13

4,
60

0 円
13

7,
60

0円

15
2,
00

0円

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

H
31

R
2

R
3

R
4

R
5
予
算
案

第
2
子
以
降

国
公
立

私
立
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へ
き
地
児
童
生
徒
援
助
費
等
補
助
金

１
．
趣
旨

交
通
条
件
及
び
自
然
的
、
経
済
的
、
文
化
的
諸
条
件
に
恵
ま
れ
な
い
山
間
地
、
離
島
等
に
所
在
す
る
へ
き
地
学
校
等
の
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、

へ
き
地
教
育
振
興
法
等
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
。

２
．
補
助
内
容

へ
き
地
学
校
、
過
疎
地
域
等
に
係
る
小
・中
学
校
等
の
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
及
び
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・ボ
ー
ト
等
を

購
入
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助

（
１
）
ス
ク
ー
ル
バ
ス
等
購
入
費

６
１
９
百
万
円
（
６
１
９
百
万
円
）

高
校
未
設
置
離
島
の
高
校
生
を
対
象
に
、
教
育
費
負
担
が
重
くな
って
い
る
通
学
費
、
居
住
費
を
支
援
す
る
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
対
す
る
補
助

（
３
）
離
島
高
校
生
修
学
支
援
事
業

２
３
８
百
万
円
（
２
３
８
百
万
円
）

（
２
）
遠
距
離
通
学
費

１
，
０
８
８
百
万
円
（
１
，
２
３
６
百
万
円
）

①
学
校
統
廃
合
に
伴
う
小
中
学
校
等
へ
の
遠
距
離
通
学
に
要
す
る
児
童
生
徒
の
交
通
費
を
負
担
す
る
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助

（
補
助
期
間
:
５
年
間
）

②
激
甚
災
害
に
よ
る
校
舎
の
破
損
等
に
よ
り、
通
学
が
困
難
とな
った
小
中
学
校
等
へ
の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
及
び

市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助
（
補
助
期
間
:
５
年
間
）

（
４
）
そ
の
他

２
０
４
百
万
円
（
２
０
４
百
万
円
）

寄
宿
舎
居
住
費
、
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
（
３
～
５
級
地
）
、
学
校
間
移
動
費
、
保
健
管
理
費

３
．
実
施
主
体

都
道
府
県
、
市
町
村

４
．
補
助
率

１
／
２

（
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
で
過
去
３
カ
年
の
財
政
力
指
数
0.
4未
満
の
市
町
村
は
２
／
３
、
保
健
管
理
費
の
心
電
図
検
診
の
実
施
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
１
／
３
）

令
和
5年
度
予
算
額
（
案
）

22
億
円

（
前
年
度
予
算
額

23
億
円
）
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14.義務教育教科書の無償給与

令和５年度予算額（案） 46,356 百万円  

 (前年度予算額 46,038 百万円） 

  １．要  旨 

  義務教育教科書購入費については、憲法第２６条に掲げる義務教育無償の精

神を広く実現するものとして、国公私を問わず、義務教育諸学校の児童・生徒

が使用する教科書を国が発行者から直接購入し、無償で給与するための経費。 

  ２．内  容 

  令和５年度義務教育教科書購入費は、教科書の定価は公共料金であることか

ら公共料金として適正な価格にするため、前年の定価をベースに物価指数や製

造コスト等の変動要素を適切に反映し、総額で約４６４億円を計上。 

（１）予算額等の推移

区 分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度(案) 

予算額 448 億円 460 億円 463 億円 460 億円 464 億円 

定価改定率 ＋0.3% ＋3.2%(小) 

±0.0%(中)※ 

±0.0%(小) 

＋3.3%(中) 

±0.0% ＋1.4% 

※令和元年 10 月の消費税率引上げ(8%→10%)に伴い、別途 1.48%を計上。

（２）令和５年度児童生徒１人当たりの平均教科書費(予算案ベース）

・小学校用教科書  4,140 円（教科書一冊あたり 409 円） 

・中学校用教科書  5,727 円（教科書一冊あたり 555 円） 
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～
理
念
～

○
憲
法
第

26
条
の
義
務
教
育
無
償
の
精
神
を
広
く実
現

○
次
代
を
担
う子

供
た
ち
の
国
民
的
自
覚
を
深
め
る
な
ど、
国
民
全
体
の
期
待
を
込
め
て
教
育
的
意
義
か
ら実

施
○
教
育
費
の
保
護
者
負
担
の
軽
減

義
務
教
育
教
科
書
の
無
償
給
与

令
和
５
年
度
予
算
額
（
案
）

46
4億

円
(前
年
度
予
算
額

46
0億

円
)

昭
和

38
年
の
制
度
発
足
以
来
、

国
民

の
間
に
深
く
定
着

諸
外
国
に
お
い
て
も
多
く
の
国
で
教
科
書

の
無
償
制
度
を
実
施

教
科
書
発
行
者
・
教
科
書
供
給
業
者

公
立
学
校

私
立
学
校

国
立

学
校

義
務

教
育

諸
学

校
の

す
べ

て
の

児
童

生
徒

※
教
科
書
は
児
童
生
徒
の
所
有
物

書
き
込
み
を
し
た
り
自
宅
に
持
ち
帰

っ
て
学

習

（
購

入
契

約
を

締
結

）

無
償

給
与

無
償

給
与

無
償

給
与

国
（
文

部
科

学
省

）

令
和

元
年
度

令
和

２
年

度
令

和
３
年

度
令

和
４
年
度

令
和

５
年
度
（案

）

予
算

額
44

8億
円

46
0億

円
46

3億
円

46
0億

円
46

4億
円

定
価
改
定
率

＋
0.

3％
＋

3.
2％

(小
)  

±
0.

0％
(中

) (
※

)
±

0.
0％

(小
)  
＋

3.
3％

(中
) 

±
0.

0％
＋

1.
4％

※
令
和
元
年

10
月
の
消
費
税
率
引
上
げ
（
8%

→
10

%
）
に
伴
い
、
別
途

1.
48

%
を
計
上

（
参

考
）

令
和

5
年

度
児

童
生

徒
１

人
当

た
り

の
平

均
教

科
書

費
・

小
学

校
用

4
,1

4
0
円

・
中

学
校

用
５

,7
2

7
円
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１５．地方教育行政の推進

令和 5 年度予算額（案）   243 百万円 

(前年度予算額   250 百万円） 

１．要  旨 
教育行政は、学校教育法や地教行法等に基づき、国と地方公共団体の適切な

役割分担と相互の連携・協力により行われることが重要であり、そのための地
方公共団体に対する指導、助言、援助等に係る経費を計上するとともに、国が
政策誘導してしっかり取組を進める必要のある地方教育行政の連携促進、公立
学校教員のメンタルヘルス対策、夜間中学の設置・促進等への対応について、
必要な予算を計上する。 

２．内 容 

○ 地方教育行政推進事業

◆ 地方教育行政の連携促進事業          21 百万円( 新 規 )

多様化・複雑化する教育に係る行政課題に対応していくために、総合教育
会議を通じた先進的な首長部局との連携や、自治体同士の連携を支援して、
各地域における多様な取組をより一層促していくことで地方教育行政を推
進する。 

◆ 公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業

67 百万円( 新 規 ) 

  教職員の精神疾患による病気休職者数が５千人を超える高い水準で推移
している現状を踏まえ、各教育委員会において、病気休職の原因分析や教員
のメンタルヘルス対策に関する事例の創出や効果的な取組の研究を行う。 

◆ 夜間中学の設置促進・充実【再掲】       75 百万円( 75 百万円)

平成 28 年 12 月に成立した教育機会確保法及び第３期教育振興基本計画等
を踏まえ、①夜間中学の新設・運営補助、②既設の夜間中学における教育活
動の充実を図ること等により、夜間中学における就学機会の提供を推進す
る。 

※ 上記のほか、地方公共団体に対する指導助言や連絡協議会等の開催等に要す

る経費を要求
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地
方
教
育
行
政
に
お
け
る
連
携
促
進
事
業

背
景
・課
題

事
業
内
容

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

0.
2億

円
（
新
規
）

現
在
、教

育
行
政
を
取
り巻

く社
会
環
境
が
多
様
化
・複
雑
化
し、
教
育
委
員
会
だ
け
で
は
対
応
し
き
れ
な
い
分
野
横
断
的
な
行
政
課
題
が
多
く存
在
して
い

る
。今

後
、国

に
お
い
て
も
、こ
ども
家
庭
庁
の
リー
ダー
シ
ップ
の
下
で
こど
も
政
策
が
一
元
的
に
推
進
され
て
い
く中
で
、地

方
教
育
行
政
に
お
い
て
も
、自

治
体
内

に
お
け
る
首
長
との
間
で
の
一
層
の
連
携
を
通
じて
、社
会
福
祉
等
の
他
の
行
政
分
野
との
融
合
を
図
って
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。

ま
た
、特

に
小
規
模
自
治
体
に
お
い
て
は
、少

子
高
齢
化
・過
疎
化
の
進
展
に
よ
り、
自
治
体
が
有
す
る
物
的
・人
的
資
源
の
み
で
は
教
育
課
題
の
解
決
に
向

け
た
対
応
に
限
界
が
あ
り、
自
治
体
同
士
の
連
携
を
柔
軟
か
つ
積
極
的
に
進
め
て
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。

この
こと
を
踏
ま
え
、総

合
教
育
会
議
を
通
じ
た
先
進
的
な
首
長
部
局
との
連
携
や
自
治
体
同
士
の
連
携
を
支
援
し、
各
地
域
に
お
け
る
多
様
な
取
組
を
よ
り

一
層
促
し
て
い
くこ
とで
、地
方
教
育
行
政
を
推
進
して
い
く。

②
自
治
体
間
の
連
携
の
促
進
（
実
施
主
体
：
市
町
村
）

総
合
教
育
会
議
（
※
）
を
よ
り効

果
的
に
行
い
、具

体
的
な
成
果
に
繋
げ
て
い
く観
点
か
ら、
総
合
教
育

会
議
へ
の
外
部
人
材
の
参
画
、事

務
局
に
お
け
る
専
門
人
材
の
活
用
等
の
取
組
を
支
援

（
※
）
地
方
公
共
団
体
の
長
と教

育
委
員
会
が
十
分
な
意
思
疎
通
を図

り、
地
域
の
教
育
の
課
題
や

あ
る
べ
き姿

を共
有
して
、よ
り一

層
民
意
を反

映
した
教
育
行
政
の
推
進
を図

る
こと
を目

的
とす
る
会
議

教
育
委
員
会
の
共
同
設
置
に
向
け
た
調
査
・検
討
や
、デ
ジ
タル
技
術
を活

用
した
自
治
体
間
連
携
等
の

自
治
体
間
の
連
携
の
促
進
等
に
向
け
た
取
組
を支

援

首
長

委
員

教
育
長

委
員

①
総
合
教
育
会
議
を
通
じ
た
首
長
部
局
との
連
携
の
促
進
（
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、市

町
村
）

首
長

教
育
長

委
員

総
合
教
育
会
議

総
合
教
育
会
議
を
通
じ
た
連
携
の
イ
メ
ー
ジ

専
門
人
材
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト

教
育
委
員
会

外
部
人
材
の
参
画
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公
立
学
校
教
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業

〇
精
神
疾
患
に
よ
る
病
気
休
職
者
数
は
、5

,0
00
人
前
後
の
高
い
水
準
で
推
移

→
令
和
３
年
度
の
精
神
疾
患
に
よ
る
病
気
休
職
者
数
は
、5

,8
97
人

休
職
期
間
中
の
給
与
保
障
や
代
替
教
員
等
の
配
置
に
よる
財
政
的
負
担
も
伴
う

〇
昨
今
、全

国
的
に
教
師
不
足
の
状
況
に
あ
る

→
令
和
３
年
度
始
業
日
時
点
で
、公

立
小
・中
学
校
等
で

2,
55

8人
が
不
足

臨
時
的
任
用
教
員
等
の
確
保
も
難
しい
中
、病

気
休
職
者
の
増
加
は
学
校
現
場
や
児
童
生
徒

に
対
す
る
教
育
へ
の
影
響
や
、教

職
の
魅
力
低
下
に
つ
な
が
る
恐
れ
が
あ
る

背
景
・課
題

＜
概
要
＞


交
付
先
：
都
道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委
員
会

※
市
町
村
教
育
委
員
会
に
は
、都

道
府
県
教
育
委
員
会
か
ら再

委
託


件
数
・単
価
：
全
国

5団
体

×
約

1,
30

0万
円
（
単
年
）

（
出
典
）
公
立
学
校
教
職
員
の
人
事
行
政
状
況
調
査

事
業
内
容

令
和

5年
度
予
算
額
（
案
）

0.
7億

円
（
新
規
）

各
教
育
委
員
会
に
お
い
て
、専

門
家
や
民
間
企
業
等
と協

力
しな
が
ら、
病
気
休
職
の
原
因
分
析

や
、メ
ンタ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
及
び
労
働
安
全
衛
生
体
制
の
活
用
等
に
関
す
る
モデ
ル
事
業
を
実
施
し、

教
員
の
メン
タル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
事
例
の
創
出
や
効
果
的
な
取
組
の
研
究
を
行
う

（
具
体
的
な
取
組
）


委
託
自
治
体
に
お
け
る
関
係
者
会
議
の
設
置

自
治
体
担
当
者
、研

究
者
等
の
専
門
家
、学

校
管
理
職
等
、関

係
者
に
よ
る
会
議
を設

置
メン
タル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
情
報
共
有
と事

業
計
画
の
立
案
・実
施
、効

果
検
証
等
の
中
心
的
な
役
割
を担

う

教
員
の
精
神
疾
患
に
よ
る
病
気
休
職
の
原
因
分
析

精
神
疾
患
に
よ
る
病
気
休
職
者
の
事
例
等
か
ら教

員
の
メン
タル
ヘ
ル
ス
の
原
因
を分

析
し、
施
策
の
検
討
に
活
用
す
る


域
内
の
自
治
体
・学
校
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
及
び
効
果
検
証

・セ
ル
フケ
ア（

セ
ル
フス
トレ
ス
チ
ェッ
ク等

）
の
促
進
、ラ
イン
ケ
ア
の
充
実

・I
CT
（
心
拍
数
の
測
定
等
）
や

SN
S（

オ
ンラ
イン
相
談
等
）
等
を
活
用
した
メン
タル
ヘ
ル
ス
対
策

・相
談
員
（
精
神
科
医
・公
認
心
理
師
・臨
床
心
理
士
等
）
を活

用
した
相
談
体
制
の
充
実

等

都
道
府
県
・政
令
市

モデ
ル
校

/モ
デ
ル
自
治
体

（
市
町
村
）報 告

選 定

■
関
係
者
会
議
の
設
置

（
事
業
の
検
討
・効
果
検
証
）

■
病
気
休
職
の
原
因
分
析

■
モデ
ル
事
業
の
実
施

・セ
ル
フケ
ア等

の
促
進
・充
実

・相
談
体
制
の
充
実

・I
CT
等
の
活
用

等

【事
業
の
イメ
ー
ジ
図
】
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令和５年度東日本大震災復興特別会計予算（案）

【初等中等教育局関係分】

児童生徒等の心のケアや教育支援等 28億円（30億円）

○緊急スクールカウンセラー等活用事業 16億円（17億円）

・被災児童生徒等の心のケアや教職員等への助言・援助等を行うための
スクールカウンセラーを配置（552人）等

○被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配
12億円（13億円）

・被災児童生徒に対する学習支援や心のケア等に取り組むための定数措置（546人）

就 学 支 援 8億円（ 9億円）

○被災児童生徒就学支援等事業 8億円（ 9億円）

・震災により、経済的理由から就学等が困難となった世帯の児童生徒等に、
就学支援等を実施

復興を支える人材の育成など地域における暮らしの再生 2億円（ 2億円）

○福島県教育復興推進事業 1億円（ 1億円）

・避難地域12市町村の小中学校や双葉郡中高一貫校における魅力ある学校づくりを支援

○福島イノベーション・コースト構想等を担う人材育成 1億円（ 1億円）
に関する事業

・構想の中心となる浜通り地域等の初等中等教育機関において特色ある教育プログラム
を実施し、専門人材等の育成のための取組を支援
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